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事 業 報 告 書 

 

平成２２年４月１日より平成２３年３月３１日に至る事業の概要は、以下のとおりで

ある。 

 

１．庶務に関する事項 

 

（１）会員数の異動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）役員の異動 

平成２２年５月２１日 

〔理事就任〕 

川 本 隆 一  中 村 將 雄  寺 島 一 男  神 谷 宣 夫 

深 谷 重 信  渕 上   格  森   弘 尚  柴 田 悠 也 

   永 野 勝 昭  宇治川   博  青 木 猛 裕  松 本 晴 之 

合 木 義 晴  岩 尾 慶 一  橋 本   徹  黒 田 秀 見 

梅 村 卓 也  藤 本 佳 伸  水 野 雅 之  村 松 秀 美 

山 田 吉 康  小 川 堅 介  森 井 康 夫  須 田 益 市 

川 端 崇 且  出 川   功  荒 井 健 雄  菅 沼   誠 

川 越 敬 生  船 橋   朗  中 橋 隆 文  大 井 三 成 

末 永 武 豊  松 原 義 明  水 野 信 二  中 原 真 裕 

米 澤   璋  廣 瀬   隆  早 田 辰比呂  川 口 勝 彦 

吉 田 誠 二  小野寺 正 洋  平 田   剛  片 山 英 城 

   三 木 昌 生  迫   和 男  池 上   平  上 門   伸 

   天 池 洋 一 

〔監事就任〕 

新 居 正 明  古 津 彰 宏  杉 山 義 幸 

会 員 期 首 増 加 減 尐 期 末 

メーカー会員 ２２ ０ ０ ２２ 

工事会員 ２５３ ８ １１ ２５０ 

商事会員 ２２ ０ ２ ２０ 

関連資材会員 １４ ０ ０ １４ 

団体会員 ４     0 ０ ４ 

計 ３１５ ８ １３ ３１０ 
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〔理事退任〕 

杉 野 正 博  金 子 謙 治  岡 元   達  中 山 隆 司 

仲 里 敏 弘  中 村   務  平 田 雅 利  伊 勢 康 幸 

   渡 部 正 孝  仲   宏 敏  松 下   豊  飯 嶋   守 

 

（３）登 記 

平成２２年７月２３日  名古屋法務局に下記理事の就任登記 

 

川 本 隆 一  中 村 將 雄  寺 島 一 男  神 谷 宣 夫 

深 谷 重 信  渕 上   格  森   弘 尚  柴 田 悠 也 

   永 野 勝 昭  宇治川   博  青 木 猛 裕  松 本 晴 之 

合 木 義 晴  岩 尾 慶 一  橋 本   徹  黒 田 秀 見 

梅 村 卓 也  藤 本 佳 伸  水 野 雅 之  村 松 秀 美 

山 田 吉 康  小 川 堅 介  森 井 康 夫  須 田 益 市 

川 端 崇 且  出 川   功  荒 井 健 雄  菅 沼   誠 

川 越 敬 生  船 橋   朗  中 橋 隆 文  大 井 三 成 

末 永 武 豊  松 原 義 明  水 野 信 二  中 原 真 裕 

米 澤   璋  廣 瀬   隆  早 田 辰比呂  川 口 勝 彦 

吉 田 誠 二  小野寺 正 洋  平 田   剛  片 山 英 城 

   三 木 昌 生  迫   和 男  池 上   平  上 門   伸 

   天 池 洋 一 
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２．会議に関する事項 

（１）総 会 

□平成２２年度通常総会 平成２２年５月２１日（於：名古屋） 

第１号議案 平成２１年度〔第３３期〕事業報告の承認に関する件 

第２号議案 平成２１年度〔第３３期〕収支決算の承認に関する件 

第３号議案 平成２２年度〔第３４期〕事業計画(案)の審議に関する件 

第４号議案 平成２２年度〔第３４期〕収支予算(案)の審議に関する件 

第５号議案 定款変更の承認に関する件 

第６号議案 任期満了に伴う役員改選に関する件 

第７号議案 平成２２年度上期の会議及び行事日程に関する件 

 

（２）理 事 会 

□第１５８回理事会 平成２２年４月２８日（書面議決） 

第１号議案 新規加入申込者の承認に関する件 

 

□第１５９回理事会 平成２２年５月２１日（於：名古屋） 

第１号議案 平成２１年度[第３３期]事業報告の承認に関する件 

第２号議案 平成２１年度[第３３期]収支予算の承認に関する件 

第３号議案  平成２２年度[第３４期]事業計画（案）の審議に関する件 

第４号議案 平成２２年度[第３４期]収支予算（案）の審議に関する件 

第５号議案 新規加入申込者の承認に関する件 

第６号議案 平成２２年度上期の会議及び行事日程に関する件 

 

□第１６０回理事会 平成２２年５月２１日（於：名古屋） 

  第１号議案 会長、副会長、専務理事及び常任理事の選任に関する件 

 

□第１６１回理事会 平成２２年６月２３日（書面議決） 

  第１号議案 新規加入申込者の承認に関する件 

 

□第１６２回理事会 平成２２年７月２０日（書面議決） 

第 1 号議案 新規加入申込者の承認に関する件 

 

□第１６３回理事会 平成２２年８月１９日（於：名古屋） 

第１号議案 外壁自主点検結果報告及び剥離事故への対応に関する件 

第２号議案 １０年点検対策委員会の成果物に関する件 

第３号議案 需要喚起事業に関する件 

第４号議案 Ｑ－ＣＡＴ普及に関する件 
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第５号議案 法人資格の区分に関する件 

 

□第１６４回理事会 平成２２年１０月１４日（於：大阪） 

第１号議案 Ｑ－ＣＡＴの普及促進に関する件 

第２号議案 １０年点検対策委員会の成果物に関する件 

第３号議案 ＩＳＯ国際会議に関する件 

第４号議案 平成２２年度下期の日程に関する件 

 

 □第１６５回理事会 平成２２年１１月１０日（書面議決） 

  第１号議案 新規加入申込者の承認に関する件 

 

 □第１６６回理事会 平成２２年１２月８日（書面議決） 

  第１号議案 新規加入申込者の承認に関する件 

 

 □第１６７回理事会 平成２３年３月８日 

  第１号議案 平成２３年度事業計画案の骨子に関する件 

  第２号議案 平成２２年度事業計画、収支予算の変更に関する件 

  第３号議案 平成２３年度収支予算案の骨子に関する件 

  第４号議案 一般社団法人化への移行スケジュールに関する件 

  第５号議案 全タ工組からの要請に関する件 

  第６号議案 新規加入申込者の承認に関する件 

  第７号議案 平成２２年度通常総会の日程に関する件 

 

（３）部会・委員会 

業界懇談会                     １回 

工事部会                      ２回 

商事部会                      ２回 

メーカー部会                    １回 

需要喚起委員会                   ８回 

Q-CAT 普及促進委員会・同 WG           ４回 

外壁タイル打音調査実務マニュアル作成委員会     ４回 

その他会合等                   １１回 
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３．事業の概要 

本年度における事業の主なものを略記すれば下記のとおりである。 

 

（１）外壁タイルの剥落事故防止対策の推進 

１）当協会では毎年５月を点検月間と定め、会員が施工又は納材した３階建以上の

建物についての目視点検を実施（本年度は２,５９５件）しているが、施工管理

委員会（渕上格委員長）では、目視点検と併せ、点検によって補修又は二次点

検を要すると判断された建物についての追跡調査を実施し、剥落事故等の未然

防止に努めた。 

２）会員をはじめ施主・設計事務所等から依頼のあった剥落等の丌具合を生じた建

物について、施工技術研究委員会（小笠原和博委員長）より委員を派遣し、そ

の事故原因の調査を行うとともに、これの補修方法等についてのアドバイスを

行った（本年度は３４件）。 

３）外壁タイルの剥落事故防止を図るため、設計者・建築業者向けの技術資料「設

計上の配慮事項／施工管理上の注意事項」や、標準仕様書等を活用し、正しい

施工法の普及啓発に努めた。 

また、「下地コンクリートの洗浄の徹底を」のパンフレットを活用し、ゼネコン

各社に対して下地コンクリートの洗浄徹底を要請した。 

  

（２）定期点検報告制度の厳格化への対応 

１）建築基準法第１２条の改正により、定期点検報告制度が厳格化され、１０年点

検における特殊建築物の外壁タイル張りにおいては、全面打診等が義務化され

たが、特定行政庁毎に対象となる特殊建築物の定義や検査方法等が異なり、ま

た、調査基準・判定基準が明確でないことから、１０年点検対策委員会（金子

謙治委員長）において、タイル外壁の適切な調査と維持保全のために、その方

法と結果判断及び対策についての考え方を整理した図書「既存建築物のタイル

外壁の調査と調査結果判断について」を作成し、全国の特定行政庁等関係機関

４４０ヵ所へ配布した。 

   ２）１２月に発足した外壁タイル打音調査実務マニュアル作成委員会（河辺伸二委 

員長）において、建築基準法の定期報告制度における特殊建築物の外壁タイル

張り面の全面打診に対応すべく、該当する建物における打音診断等の実務マニ

ュアル「外壁タイル打音調査実務マニュアル」の作成を開始し、当協会会員が

同マニュアルを活用し、今後大量に発生が予測される特殊建築物の１０年点検

に伴う補修工事に対する適正な対応を図ることにより、ユーザーのタイル離れ

を防止すべく検討を行った。 
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（３）外壁タイル工事の現場指導の実施 

タイル工事の適正化と自主的責任を果たすため、前年度に引き続き日本下水道事

業団関連の建物につき、外装タイル工事の現場指導を実施した。 

 

（４）外装タイル接着剤張り（Ｑ-CAT）の普及促進について 

         一昨年発足した Q-CAT の普及促進を図るため、１２月に設置したＱ-CAT 普 

及促進委員会（神谷宣夫委員長）において、Q-CAT の普及促進に向けた下記の

事業を実施すべく検討を行った。 

１）技能者向け説明会の開催 

技能者向けに「読みやすく、より現場に即した内容」をコンセプトとした

「Q-CAT 施工マニュアル」の作成を検討し、完成後に全国８支部において、

タイル張り技能者並びに営業マンを対象とした Q-CAT 説明会を開催し、

Q-CAT 制度と施工法についての周知を図る。 

２）設計者向け説明会の開催 

設計事務所を対象とした「Q-CAT パンフ」並びに「Q-CAT Ｑ＆Ａ集」

の作成を検討し、完成後に全国８支部において、地元設計者、デベロッパー、

工務店等を招いての説明会を開催し、Q-CAT 制度の周知を図り、設計建物

での早期採用方を促進する。 

   ３）設計者向け「Q-CAT パンフ」並びに「Q-CAT Ｑ＆Ａ集」の配布 

設計者事務所を対象とした「Q-CAT パンフ」並びに「Q-CAT Ｑ＆Ａ集」

の作成を検討し、完成後に全国８支部より推薦された設計事務所に同図書を

送付し、Q-CAT 制度についての周知を図るとともに早期採用方を促進する。 

 

（５）タイルの需要喚起事業の推進 

需要喚起委員会（川越敬生委員長）では、下記の事業を行い、タイルの需要喚起・

拡大に努めた。 

１）大学出張講座の実施 

昨今の若手設計者の「タイル離れ」には、大学や専修学校等において、タイ

ルが建築材料として紹介されないために、タイルを知らないまま建築設計者

やデザイナーに就いていることが大きな問題であるとし、建築系・デザイン

系で学ぶ学生に対し、当協会よりタイルの専門家を講師として派遣する「タ

イル出張講座」を行い、意匠材、外装被覆材、機能建材としてのタイルの良

さを紹介し、将来的な需要創造に繋げるべく以下の大学において出張講座を

実施した。 

〔大学出張講座〕 

①平成 2２年６月２９日 

大  学：愛知工業大学  

講  師：伊藤哲也氏 
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内  容：タイルの種類と施工、合板下地へのタイルの張り実習 他 

②平成 2２年７月５日 

大  学：東京理科大学工学部 

講  師：伊藤哲也氏 

内  容：タイルの基礎知識、合板下地へのタイルの張り実習 他 

③平成 2２年 7 月 1４日 

大  学：東京大学工学部 

講  師：伊藤哲也氏 

内  容：タイルの歴史・基礎知識、現代のタイル建築紹介 他 

④平成 2２年１１月２日 

大  学：東京理科大学理工学部 

講  師：伊藤哲也氏 

内  容：タイルの基礎知識、合板下地へのタイルの張り実習 他 

⑤平成 2２年１２月４日 

大  学：名古屋学芸大学メディア造形学部 

講  師：川出純子氏、伊藤哲也氏 

内  容：タイルの歴史・基礎知識、合板下地へのタイルの張り実習 他 

⑥平成 2２年１２月７日 

大  学：京都工芸繊維大学工芸学部 

講  師：川出純子氏 

内  容：タイルの歴史・基礎知識、現代のタイル建築紹介 他 

⑦平成 2３年１月１３日 

大  学：関西大学 

講  師：伊藤哲也氏 

内  容：タイルの歴史・基礎知識、現代のタイル建築紹介 他 

 ⑧平成２３年１月２９日 

  大  学：町田ひろこインテリアアカデミー 

  講  師：酒井渉氏 

  内  容：タイルの歴史・基礎知識、現代のタイル建築紹介 他 

 

２）支部交流会の開催 

各支部に対し、需要喚起活動に対する理解と協力を求めるべく、需要喚起委員が 

直接支部を訪問し、需要喚起事業の進捗状況等の活動報告を行うとともに、各支

部で行われている独自の需要喚起活動に対する運営面での協力体制を図るべく、

支部交流会を下記のとおり開催した。 

①平成２２年１０月２７日 関東支部（於：こくほ２１） 

②平成２２年１０月２８日 北海道支部（於：札幌サンプラザ） 
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３）商業空間施工例集の頒布 

建築設計・デザイン事務所や工務店、建築科学生に対し、商業空間におけるタイ

ル施工の実例を紹介し、これらの部位における需要創造を図るべく、商業空間の

最新デザイン傾向とタイルをテーマにした施工例集「タイルで演出する魅力ある

商業空間」を発刊し、設計事務所等に配布するとともに、展示会や各種講演会に

おいて活用した。 

 

４）住宅展示場での PR による啓発 

前年度に引き続き、関東（ハウジングプラザ横浜、幕張ハウジングパーク）、近

畿（千里、中百舌鳥、伊丹の各 ABC ハウジング）の住宅展示場において、タイ

ル PR 用小冊子「TILE STYLE」を設置し、展示場の来場者に配布した。 

 

５）タイル１１０番の運営 

前年度に引き続き、フリーダイアルによる「タイル１１０番」を運営し、ユーザ

ーからのタイルに対する質問・要望等に応えるとともに、希望者には小冊子等を

配布した。 

 

６）ホームページのリニューアル並びに運営 

当協会のホームページ「TILE-NET（URL：http://www.tile-net.com）」の充

実を図るため、タイル施工例の拡充、会員専用サイト内に剥離事故速報や事故調

査レポート、種々の協会活動・情報提供を掲載する等、リアルタイムでの情報開

示を行った。 

また、電子メールによるユーザーからの質問、要望等、本年度は６３件につき対

応を行った。 

 

（６）労務対策の推進 

国土交通省では、第一線で「ものづくり」に直接従事している建設技能者の中か

ら、特に優秀な技能・技術を持ち、後進の指導・育成に多大な貢献をしている者

を国土交通大臣が表彰する「建設マスター（優秀施工者国土交通大臣顕彰）」を実

施しているが、本年度は当協会から推薦の竹村裕美氏（㈱平田タイル）、山本雅已

氏（㈱タイレック）の２氏が受賞した。 

また、タイル張り技能者の社会的地位の高揚と技術水準の向上を図るため、当協

会の優秀技能者表彰を実施し、各支部より推薦された技能者３６名を表彰した。 

＜支部名＞   ＜優秀技能者数＞ 

北海道支部      ４名 

東北支部       ２名 

関東支部      １４名 

中部支部       ３名 
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近畿支部       ８名 

中国支部       １名 

四国支部       ３名 

九州・沖縄支部    １名 

（合 計）      ３６名 

 

（７）日本建築学会への協力 

   日本建築学会では、「材料・施工委員会」に「タイル工事小委員会」（河辺伸二委

員長）を設置し、「JASS１９タイル張り工事標準仕様書」の改訂作業を行ったが、

当協会から３名の委員を派遣し、これに協力した。 

 

（８）ＡＬＣパネル現場タイル張り指針説明会の開催 

日本建築仕上学会では、仕上げに関する様々な分野についての自主・受託研究、

学術講演会、セミナー、海外視察等の事業を行っているが、今年度は当協会から

委員を派遣し協力を行った「ＡＬＣパネル現場タイル張り指針・同解説」が改訂

されたことから、この発刊に合わせ講習会を東名阪において開催した。 

①東京会場  平成２２年５月２４日 建築会館ホール 

②大阪会場  平成２２年６月２１日 大阪府商工会館 

③名古屋会場 平成２２年６月２８日 安保ホール 

 

（９）技能五輪への協力 

中央職業能力開発協会では、若年技能者の技術・技能向上を図るための技能五輪

全国大会を毎年実施しており、本年度も平成２２年１０月２２日から２５日迄の

4 日間、神奈川県横浜市において「第４８回技能五輪全国大会」を開催したが、

当協会も瀧山有二氏（㈱愛知）氏を競技委員として派遣するなど、これに協力し

た。 

タイル張り競技の入賞者については次のとおり。 

厚生労働大臣賞 金 賞  大見弘一選手  ㈲石井工業      埼玉県 

銀 賞  柏原貴徳選手  炭平コーポレーション㈱ 長野県 

         銅 賞  金城勇太選手  ㈲中タイル工業    埼玉県 

なお、次回の第４９回技能五輪全国大会は、平成２３年１２月１６日～１９日、

静岡県において開催される予定である。 

 

（１０）建設業労働災害防止協会への協力 

   建設業労働災害防止協会では、建設業における労働災害の防止には、工事を直接

施工する専門工事業者の、積極的な安全衛生管理活動の実施が丌可欠であるとし、 

   厚生労働省の委託を受けて、「専門工事業安全管理活動等促進事業」を実施してい

るが、平成２１年度から 3 年間、「煉瓦積・タイル張工事事業」が「指定業種」
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となったことから、タイル工事業についての安全衛生教材（「危険性・有害性等の

調査マニュアル」）を作成することとなった。当協会では清水真人（丌二窯業㈱）、

橋本悟（ハシモ㈱）の両氏を、前年度に引き続き教材作成ＷＧ委員会の委員とし

て派遣する等、同事業の推進に協力した。 

 

（１１）タイル張り技能検定への協力 

厚生労働省では、技能に対する社会一般の評価を高め、働く人々の技能と地位の

向上を図るため、１３６職種を対象に技能検定を実施している。検定の試験問題

の作成は、中央職業能力開発協会内に設置された中央技能検定委員会において行

われているが、当協会も委員を派遣する等これに協力した。 

また、検定試験は毎年６月から９月の間に各都道府県で実施されているが、当協

会も委員を派遣しこれに協力した。 

なお、厚生労働省に「タイル張り専門調査委員会」が設置され、技能検定２級実

技課題の見直しが行われたが、当協会から２名の委員を派遣し、これに協力した。  

 

（１２）(社)建設産業専門団体連合会（建専連）への協力 

建専連では、建設産業における構成員の地位確立と諸課題の解決のため、国土交

通省及び各地方整備局との意見交換会をはじめ各種の事業を推進したが、当協会

もこれに協力した。 

また、地方整備局ごとに設立された各地区の建専連の理事に当協会各支部長が就

任し、地区活動にも協力した。 

なお、建専連主催の「平成２２年度(社)建設産業専門団体連合会全国大会」が、

平成２２年１１月１６日に日本消防会館 ニッショーホールにおいて約１，０００

名の参加のもとに『「建設産業に求められるもの」～技能・技術・経営に優れた企

業が生き残れる環境づくり～』をテーマとして開催され、当協会からもこれに参

加したほか、事務局より運営スタッフを派遣するなど、これに協力した。 

 

 

（１３）ものつくり大学への協力 

ものつくり大学では、毎年１～２年生にタイルの材料の講義及び施工（実技）の

実習を行っているが、当協会は、瀧山有二（㈱愛知）、横井長夫（㈱アベルコ）、

織田健一郎（マルニシテグラ㈱）、金澤久雄（㈲金澤タイル工業所）の各氏を実技

実習の講師として派遣し、また講義の教材としてタイル手帖を提供するなど、こ

れに協力した。 

 

（１４）セーフティネット保証（５号）の対象業種の指定について 

セーフティネット保証（５号）の対象業種として、タイル業界における製、販、

工の各業種がこれの業種指定を受け、金融の円滑化（関連中小企業者は、通常の
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枠【普通保証２億円、無担保保証８千万円等】に加えて、さらに別枠で、普通保

証２億円、無担保保証８千万円等の保証の利用が可能となるほか、割安な保証料

で保証を受けることが出来るようになる）が図られたが、同制度が平成２３年３

月末で期限切れとなることから、次年度においても引き続き会員の金融円滑化を

図るべく、同指定の延長要請を行った。 

 

（１５）国土交通省の地方整備局幹部との意見交換会 

前年度に引き続き、各地方整備局と各専門工事業団体の支部長等との意見交換会

が開催されたが、当協会も各支部長等が参加し、意見具申を行った。 

 

（１６）建設産業共同教育訓練協議会への参加 

前年度に引き続き、建設産業共同訓練協議会に参加し、静岡県富士宮市の専門工

事業者共同の教育訓練施設「富士教育訓練センター」の利用につき検討を行った。 

 

（１７）PL（製造物責任）法への対応策の推進 

前年度に引き続き、「タイル PL 保険」に団体加入するとともに、PL 委員会（青

木猛裕委員長）において、PL 法施行後の事故発生状況の把揜と事故の未然防止を

図るための種々の検討を行った。 

因みに、本年度は３件の該当事故が発生した。 

 

（１８）業界懇談会の開催 

全国の製・販・工の代表による業界懇談会を開催し、業界の直面している問題点

の抽出とこれの解決に努めた。 

 

（１９）定款変更の実施 

   経費節減のため、東京事務所を東京都港区虎ノ門から東京都新宿区市谷田町に移

転すべく、経済産業省に定款変更の申請を行った結果、平成 2３年１月２６日に

認可された。 

 

（２０）全国タイル業厚生年金基金への加入促進 

前年度に引き続き、会員各社の従業員の福利・厚生の充実を図ることを目的とし

た全国タイル業厚生年金基金への加入を促進し、平成 2３年 3 月 31 日現在の加

入者は 8７事業所、1,444 名となった。 

 

（２１）タイル施工用器具及び施工要領書等の頒布 

前年度に引き続き、施工用マスク、接着テスター及び各種施工要領書の頒布を行

い、施工法等の普及促進に努めた。 

 



- 12 - 

 

（２２）会報「セラミック建材」の発行 

当協会の会報「セラミック建材」を編さんし、会員及び建築業界など広範に配布

した。 

 

（２３）その他 

各般にわたる調査、企画、建言、答申を行い、随時必要な措置を講じ、当協会の

使命達成に努力した。 
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４．市況の概況 

 

（１）生 産 

平成 22 年における陶磁製タイルの生産は、約 2,111 万㎡となっている。 

この生産数額は前年と比較し、数量で 8％の減尐となっている。 

〔第１表【１】生産 参照〕 

品種別のタイルの生産の対前年比は、次のとおりである。 

 

内 装 タ イ ル    95％ 

モザイクタイル    91％ 

外 装 タ イ ル    91％ 

床  タ  イ  ル    94％ 

           合          計    92％ 

 

品種別のタイルの生産は、数量ベースでモザイクタイル、外装タイルが共に 9％

の減尐となった他、内装タイルが５％、床タイルも６％の減尐となった。 

タイル合計では前年比８％の減尐となった。 

 

（２）出 荷 

平成 22 年における陶磁製タイルの出荷は、約 2,042 万㎡、464 億円で、前年

に比較し、数量では８％、金額で 10％の減尐となった。 

〔第１表【２】出荷 参照〕 

品種別のタイルの出荷の対前年比は、次のとおりである。 

（括弧内は金額比） 

内 装 タ イ ル    95％（90％） 

モザイクタイル       84％（79％） 

外 装 タ イ ル      103％（96％） 

床 タ イ ル       98％（90％） 

合     計    92％（90％） 

 

一昨年は未曽有の景気低迷によって新設住宅着工数も 78 万戸（対前年 28％減）

まで落ち込んだが、昨年はやや持ち直し、81 万戸（対前年３％増）となった。 

国内タイル需要の過半を占めるモザイクタイルに関係の深い新設マンション着

工戸数は平成 21 年の 7 万 7 千戸から 9 万 1 千戸（18％増）となり、市況の回

復傾向を示している。 

しかしながら、住宅着工からタイル需要まではタイムラグがあることから、平成

22 年のタイルの出荷は、前年と比較して出荷数量で８％、金額で 10％の減尐と
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なった。 

品種別に見ても、マンション外壁への需要が大半を占めるモザイクタイルは、数

量で 16%（金額で 21％）と激減したが、外装タイルは数量で増加に転じ、3％

増（金額で 4％減）となった。 

内装タイルは数量で 5％減（金額で 10％減）、床タイルが数量 2％減（金額で

10％減）となった。 

また、国内需要（国内出荷と輸入の合算）に占める国内出荷は、数量で 64％（金

額で 79％）となり、輸入タイルの占めるウェイトが高くなっている。 

 

（３）輸 出 

平成 22 年における陶磁製タイルの輸出は、約 170 万㎡、約 35 億円で、前年

に比較し、数量で 20％、金額で 18％の大幅な増加となっている。 

〔第２表 貿易統計 参照〕 

品種別のタイルの輸出数額の対前年比は、次のとおりである。 

数 量   金 額 

モザイクタイル    147％   137％ 

そ  の  他     84％   100％ 

合     計    120％   118％ 

 

本年のタイルの輸出は、輸出全体の 5 割を超えるモザイクタイルが、数量ベー

スで前年比 47％の増加（金額で 37％の増加）となった。 

一方、その他のタイルは数量では前年比 26％の減尐となったものの、金額では

横這いとなった。 

仕向地別の数量を見ると、モザイクタイルは、多くの国で輸出が増加し、主力の

香港向けは 56％（金額 76％）と、大幅な増加となった他、2 位のアメリカ向け

も、19％（23％）の増加となった。また、台湾向け 119％（91％）、中国向け

197％（53％）と主要国への出荷は増加している。 

その他のタイルも、香港向けが数量で 19％（金額 19％）、アメリカ向けが

65％（63％）と増加したが、台湾向けは 61％（65％）の減尐、中国向けも 60％

（12％）の減尐となった。 

 

（４）輸 入 

平成 22 年における陶磁製タイルの輸入は、施釉品が約 693 万㎡、67 億円、

無釉品が約 473 万㎡、57 億円で、合計で約 1,169 万㎡、125 億円となってお

り、前年に比し数量で 6％増加、金額で 1％の減尐となっている。 

〔第３表 貿易統計 参照〕 
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品種別のタイルの輸入数額の対前年比は、次のとおりである。 

（括弧内は金額比） 

 

施釉タイル    106％（100％） 

無釉タイル    107％ （99％） 

合   計    106％ （99％） 

 

本年のタイルの輸入は、数量ベースで前年比６％の増加（金額では 1％の減尐）

となり、大きく落ち込んだ昨年と比べ、幾分戻ってきている。 

これを国別で見ると、トップの中国が数量で約 864 万㎡（５％増）、金額で 79

億円（前年横這い）となり、また、第２位以下のイタリア、フィリピンを始めとし

て、他国からの輸入も増加した。 

しかし輸入全体に占める中国の輸入量は数量 74％、金額 63％で、前年に引き

続き、大きなシェアを占めている。 
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 [第１表]      

陶磁製タイルの生産出荷統計 

【１】生  産      

品      種 単  位 
年       別 前年比 生産比率 

平成 21 年 平成 22 年 ％ ％ 

モザイクタイル 千㎡ 11,105 10,089 91 48 

外 装 タ イ ル 千㎡ 3,931 3,562 91 17 

床  タ  イ  ル 千㎡ 4,976 4,681 94 22 

内装（壁）タイル 千㎡ 2,916 2,781 95 13 

合      計 千㎡ 22,928 21,113 92 100 

【２】出  荷      

品      種 単  位 
年        別 前年比 出荷比率 

平成 21 年 平成 22 年 ％ ％ 

モザイクタイル 
千㎡ 11,091 9,299 84 45 

百万円 14,516 11,503 79 25 

外 装 タ イ ル 
千㎡ 4,532 4,670 103 23 

百万円 16,221 15,635 96 33 

床  タ  イ  ル 
千㎡ 4,163 4,088 98 20 

百万円 13,845 12,430 90 27 

内装（壁）タイル 
千㎡ 2,491 2,361 95 12 

百万円 7,560 6,817 90 15 

合      計 
千㎡ 22,277 20,418 92 100 

百万円 52,142 46,385 90 100 

【３】在  庨      

品      種 単  位 
年別 前年比  

平成 21 年 平成 22 年 ％  

モザイクタイル 千㎡ 4,140 3,033 73  

外 装 タ イ ル 千㎡ 2,564 2,409 94  

床  タ  イ  ル 千㎡ 2,383 2,181 92  

内装（壁）タイル 千㎡ 1,122 835 74  

合      計 千㎡ 10,209 8,458 83  

  〔資料：経済産業省 窯業・建材統計〕 

（集計期間：平成 21 年 1 月～平成 22 年 12 月） 
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【3】(【1】+【2】)合計

数量 前年比 金額 前年比 数量 前年比 金額 前年比

大 韓 民 国 101,841 68 362,849 86 141,063 139 468,725 129

中 国 175,478 154 253,082 97 156,176 89 258,342 102

台 湾 242,638 73 552,844 80 177,059 73 285,640 52

香 港 463,483 50 571,433 45 677,432 146 859,150 150

マ カ オ 34,039 114 33,210 109 33,585 99 30,252 91

ベ ト ナ ム 3,109 21 9,620 34 21,998 708 65,243 678

ブ ル ネ イ 452 47 701 58 155 34 296 42

シ ン ガ ポ ー ル 64,224 68 154,201 78 74,544 116 173,832 113

マ レ ー シ ア 1,567 36 13,293 105 1,829 117 7,821 59

イ ン ド ネ シ ア 9 0 813 5 - - - -

フ ィ リ ピ ン 4,417 67 9,681 68 10,555 239 23,989 248

ア ラ ブ 首 長 国 12,923 52 24,192 37 6,624 51 14,856 61

ア ジ ア 州 そ の 他 14,027 121 56,886 97 33,128 236 84,086 148

（ ア ジ ア 州 合 計 ） 1,118,207 65 2,042,805 67 1,334,148 119 2,272,232 111

オ ー ス ト ラ リ ア 7,228 78 36,243 127 9,430 130 40,648 112

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 577 89 2,808 95 627 109 2,994 107

フ ィ ジ ー 754 23 1,767 27 - - - -

大 洋 州 そ の 他 - - - - 1,013 - 6,867 -

（ 大 洋 州 合 計 ） 8,559 62 40,818 85 11,070 129 50,509 124

ア メ リ カ 237,630 62 721,051 68 295,547 124 935,386 130

カ ナ ダ 7,803 25 36,017 69 7,999 103 38,860 108

北 ア メ リ カ 洲 そ の 他 - - - - 174 - 1,967 -

（ 北 ア メ リ カ 洲 合 計 ） 245,433 59 757,068 67 303,720 124 976,213 129

( 南 ア メ リ カ 州 ) 合 計 - - - - - - - -

フ ィ ン ラ ン ド - - - - 1,466 - 4,406 -

ド イ ツ 12,915 43 44,527 41 16,597 129 69,669 156

イ タ リ ア 5,779 68 26,798 73 19,969 346 109,951 410

イ ギ リ ス 7796 70 25236 79 4,424 57 15,213 60

欧 州 そ の 他 9,964 41 47,514 39 8,779 88 41,145 87

( 欧 州 合 計 ) 36,454 47 144,075 46 51,235 141 240,384 167

南 ア フ リ カ - - - - - - - -

ア フ リ カ 州 そ の 他 9,101 392 16,488 535 1 0 302 2

（ ア フ リ カ 州 合 計 ） 9,101 392 16,488 535 1 0 302 2

合 計 1,417,754 64 3,001,254 66 1,700,174 120 3,539,640 118

単位：数量＝ＳＭ　金額＝千円

国　名
平成２１年 平成２２年

　(集計期間：平成２１年１月～平成２２年１２月)  
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〔第３表〕

数量 前年比 金額 前年比 数量 前年比 金額 前年比

韓 国 4,295 72 9,921 96 6,835 159 17,709 179

台 湾 25,888 137 28,549 133 19,756 76 29,696 104

中 国 3,341,603 89 3,508,577 80 3,591,517 107 3,456,060 99

タ イ 46,945 68 62,268 63 52,051 111 67,478 108

イ ン ド ネ シ ア 6,426 68 7,797 63 8,542 133 10,595 136

フ ィ リ ピ ン 157,489 98 661,487 103 168,406 107 646,413 98

マ レ ー シ ア 111,747 121 97,063 111 85,822 77 70,310 72

イ タ リ ア 465,775 70 948,660 57 513,108 110 984,160 104

ス ペ イ ン 56,198 66 97,795 43 35,582 63 57,558 59

フ ラ ン ス 932 90 4,360 20 807 87 2,805 64

ア メ リ カ 7,266 361 34,989 293 2,795 38 12,529 36

エ ジ プ ト 72,961 51 150,155 60 88,794 122 155,234 103

小 計 4,419,181 86 5,809,368 75 4,726,241 107 5,746,714 99

イ タ リ ア 5,236 823 14,290 157 1,708 33 11,106 78

ス ペ イ ン - - - - - - - -

中 国 28,955 58 38,527 74 21,217 73 26,437 69

タ イ 64 52 498 192 127 198 895 180

小 計 34,851 63 55,924 68 23,806 68 40,426 72

イ タ リ ア 688,053 60 1,290,474 50 721,826 105 1,241,423 96

ス ペ イ ン 199,269 84 317,841 67 162,885 82 239,346 75

ド イ ツ 5,980 94 17,508 80 4,424 74 12,465 71

イ ギ リ ス 5,078 41 5,980 28 273 5 3,459 58

ポ ル ト ガ ル 22,386 86 24,498 84 34,419 154 24,072 98

韓 国 21,023 54 14,733 41 22,382 106 29,838 203

台 湾 40,057 57 81,373 36 50,425 126 81,837 101

中 国 4,822,732 90 4,401,958 86 5,023,251 104 4,430,700 101

タ イ 418,719 88 243,729 78 570,308 136 305,223 125

イ ン ド ネ シ ア 55,484 59 44,160 50 79,790 144 64,148 145

エ ジ プ ト 93,655 120 114,421 98 77,305 83 75,591 66

ブ ラ ジ ル 20,502 63 23,034 64 21,467 105 23,808 103

小 計 6,532,375 85 6,723,183 73 6,936,419 106 6,712,869 100

10,986,407 85 12,588,475 74 11,686,466 106 12,500,009 99

陶磁製タイル輸入統計

平成２１年 平成２２年 

無
　
釉
　
タ
イ
ル

施
　
釉
　
タ
イ
ル

モ
ザ
イ
ク

そ
の
他

　(集計期間：平成２１年１月～平成２２年１２月)

輸入タイル合計

単位：数量＝ＳＭ　金額＝千円

資料： 財務省貿易統計
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